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施設サービスを利用する場合

利用者負担の軽減
【 　 　 　 　 　 　  　 】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・高額医療・高額介護合算制度

【 　 　 　 　 　 　  　   】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・高額介護（介護予防）サービス費
　同じ月に利用したサービスの利用者負担（サービス費用の 1 割から 3 割）の合計額（同じ世帯内に複
数の利用者がいる場合は、世帯合計額）が高額になり、一定額を超えたときは、申請により超えた分が「高
額介護（介護予防）サービス費」として支給されます。

※その他の合計所得金額とは、合計所得金額（平成30年度税制改正による影響を調整した額）から、年金の雑所得
を除いた所得金額をいいます。
※高額介護（介護予防）サービス費の対象となる利用者負担額には、福祉用具購入費・住宅改修費の 1 割（2 割ま
たは3割）負担分や食費・居住費（滞在費）、日常生活費は含まれません。
◎該当する人に市から「高額介護（介護予防）サービス費支給申請書」を送りますので、必要事項を記入して提出
してください。なお、2回目から申請は不要です。

（注）令和８年４月から７月サービス利用分までは80万９千円となります。

現役並み所得相当
同一世帯内に以下の課税所得がある65歳以上の人がいる場合
①690万円以上
②380万円以上690万円未満
③145万円以上380万円未満

・
・

①  世帯 140,100 円
②  世帯 93,000 円
③  世帯 44,400 円

①  個人 15,000 円
②  世帯 15,000 円

　  世帯 24,600 円

　  世帯 44,400 円

　  個人 15,000 円

　  個人 15,000 円

1 か月の利用者負担上限額

23,500円
25,500円
28,000円
31,500円
34,000円

28,500円
30,000円
32,500円
34,500円
35,500円

26,500円
30,000円
37,000円
41,000円
44,000円

介護老人福祉施設
費用の目安（１か月あたり）

問い合わせ

問い合わせ

☎55-2766

82万6,500（注）－－
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施設サービスを利用する場合

利用者負担の軽減
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　同じ月に利用したサービスの利用者負担（サービス費用の 1 割から 3 割）の合計額（同じ世帯内に複
数の利用者がいる場合は、世帯合計額）が高額になり、一定額を超えたときは、申請により超えた分が「高
額介護（介護予防）サービス費」として支給されます。

※その他の合計所得金額とは、合計所得金額（平成30年度税制改正による影響を調整した額）から、年金の雑所得
を除いた所得金額をいいます。
※高額介護（介護予防）サービス費の対象となる利用者負担額には、福祉用具購入費・住宅改修費の 1 割（2 割ま
たは3割）負担分や食費・居住費（滞在費）、日常生活費は含まれません。
◎該当する人に市から「高額介護（介護予防）サービス費支給申請書」を送りますので、必要事項を記入して提出
してください。なお、2回目から申請は不要です。

（注）令和８年４月から７月サービス利用分までは80万９千円となります。

現役並み所得相当
同一世帯内に以下の課税所得がある65歳以上の人がいる場合
①690万円以上
②380万円以上690万円未満
③145万円以上380万円未満

・
・

①  世帯 140,100 円
②  世帯 93,000 円
③  世帯 44,400 円

①  個人 15,000 円
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1 か月の利用者負担上限額
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28,000円
31,500円
34,000円
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30,000円
32,500円
34,500円
35,500円

26,500円
30,000円
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41,000円
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介護老人福祉施設
費用の目安（１か月あたり）

問い合わせ
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☎55-2766

82万6,500（注）－－
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【施設（短期入所を含む）を利用した場合の居住費（滞在費）・食費の負担限度額 】 ■基準費用額及び負担限度額（1日あたり）

を超えた額

居住費（滞在費）

ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室 従来型個室 多床室

所得の状況 預貯金等の資産の状況
食費

◎ショートス
テイの場合

利用者
負担段階

3

年金収入額+その他の合
計所得金額が120万円超
の人

②

①

2

1,470 円
●1,370 円

1,470 円
●1,370 円

1,470 円
（980 円）
●1,370 円
●（880 円）

530 円
◆430 円

1,370 円 1,370 円
1,370 円
（880 円） 430 円

880 円 550 円
550 円

（480 円） 430 円

1 生活保護受給者
老齢福祉年金受給者の方 880 円 550 円

550 円
（380 円） 0円 300 円

単身：500 万円以下
夫婦：1,500 万円以下

4
基準費用額（負担限度額の適用を
受けない場合の水準となる額。実
際は施設によって異なります。）

2,066 円 1,728 円
1,728 円
（1,231 円）

437 円
（915 円）
◆697 円

●1,445 円

1,545 円

1,420 円
◎1,360 円

●1,360 円
●◎1,300 円

680 円
◎1,030 円

●650 円
●◎1,000 円

390 円
◎600 円

単身：550 万円以下
夫婦：1,550 万円以下

単身：650 万円以下
夫婦：1,650 万円以下

単身：1,000 万円以下
夫婦：2,000 万円以下

※右図参照

※●の金額は、令和８年７月までに利用した場合の額を指します。
※括弧内の金額は、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設及び短期入所生活介護を利用した場合の額を
指します。
※◆の金額は、室料を徴収する介護老人保健施設、介護医療院及び短期入所療養介護を
利用した場合の額を指します。
※年金収入額は、遺族年金や障害年金などの非課税年金を含みます。
※その他の合計所得金額とは、合計所得金額（平成30年度税制改正による影響を調整し
た額）から、年金の雑所得を除いた所得金額をいいます。
※虚偽の申告により不正受給があった場合には、支給額に最大２倍の加算金を加えて返
還していただくことがあります。また所得の修正申告等により、利用者負担段階に変
更が生じた場合、遡及して給付費の返還をしていただく場合があります。
※配偶者には婚姻届を提出していない事実婚も含みます。また、DV防止法に規定する配
偶者からの暴力をうけた場合や行方不明の場合は要件の対象外とします。

★申請の結果、第１段階から第３段階に該当する場合、「介護保険負担限度額認定証」
を発行しますので、サービス利用時に事業所へ提示してください。

（注）令和８年７月までは80万９千円となります。

年金収入額+その他の合計
所得金額が  82万6,500円
から120万円以下の人

（注）－－

年金収入額+その他の合計
所得金額が  82万6,500円
以下の人

（注）－－

（口座名義人、金融機関名、支店名の記載があ
るページ、直近２か月の利用と最新の残高が分
かるページの写し）（インターネットバンクの
場合、口座残高ページの写し）

・積立）
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【施設（短期入所を含む）を利用した場合の居住費（滞在費）・食費の負担限度額 】 ■基準費用額及び負担限度額（1日あたり）

を超えた額

居住費（滞在費）

ユニット型
個室

ユニット型
個室的多床室 従来型個室 多床室

所得の状況 預貯金等の資産の状況
食費

◎ショートス
テイの場合

利用者
負担段階

3

年金収入額+その他の合
計所得金額が120万円超
の人

②

①

2

1,470 円
●1,370 円

1,470 円
●1,370 円

1,470 円
（980 円）
●1,370 円
●（880 円）

530 円
◆430 円

1,370 円 1,370 円
1,370 円
（880 円） 430 円

880 円 550 円
550 円

（480 円） 430 円

1 生活保護受給者
老齢福祉年金受給者の方 880 円 550 円

550 円
（380 円） 0円 300 円

単身：500 万円以下
夫婦：1,500 万円以下

4
基準費用額（負担限度額の適用を
受けない場合の水準となる額。実
際は施設によって異なります。）

2,066 円 1,728 円
1,728 円
（1,231 円）

437 円
（915 円）
◆697 円

●1,445 円

1,545 円

1,420 円
◎1,360 円

●1,360 円
●◎1,300 円

680 円
◎1,030 円

●650 円
●◎1,000 円

390 円
◎600 円

単身：550 万円以下
夫婦：1,550 万円以下

単身：650 万円以下
夫婦：1,650 万円以下

単身：1,000 万円以下
夫婦：2,000 万円以下

※右図参照

※●の金額は、令和８年７月までに利用した場合の額を指します。
※括弧内の金額は、介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設及び短期入所生活介護を利用した場合の額を
指します。
※◆の金額は、室料を徴収する介護老人保健施設、介護医療院及び短期入所療養介護を
利用した場合の額を指します。
※年金収入額は、遺族年金や障害年金などの非課税年金を含みます。
※その他の合計所得金額とは、合計所得金額（平成30年度税制改正による影響を調整し
た額）から、年金の雑所得を除いた所得金額をいいます。
※虚偽の申告により不正受給があった場合には、支給額に最大２倍の加算金を加えて返
還していただくことがあります。また所得の修正申告等により、利用者負担段階に変
更が生じた場合、遡及して給付費の返還をしていただく場合があります。
※配偶者には婚姻届を提出していない事実婚も含みます。また、DV防止法に規定する配
偶者からの暴力をうけた場合や行方不明の場合は要件の対象外とします。

★申請の結果、第１段階から第３段階に該当する場合、「介護保険負担限度額認定証」
を発行しますので、サービス利用時に事業所へ提示してください。

（注）令和８年７月までは80万９千円となります。

年金収入額+その他の合計
所得金額が  82万6,500円
から120万円以下の人

（注）－－

年金収入額+その他の合計
所得金額が  82万6,500円
以下の人

（注）－－

（口座名義人、金融機関名、支店名の記載があ
るページ、直近２か月の利用と最新の残高が分
かるページの写し）（インターネットバンクの
場合、口座残高ページの写し）

・積立）
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【社会福祉法人が提供する介護サービス等を利用する場合の利用者負担軽減 】
33

33

介護サービス・介護予防サービス

居宅サービス




